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Abstract
W独regard to a series of studies on血e effect of the subsidization in a mixed duopoly, called trrele-
vance res加It or privatization neutrality theorem, this paper reexamines them based on the environmental
problems. In addition, this paper shows that血e丘rst best outcome can be obtained with the budget
balanced under some objectives of a public丘rm…
1.はじめに
混合寡占の研究において「irrelevance result」もしくは「privatization neutrality theorem」と呼
ばれている一連の研究がある。生産補助金を適切に課せば、以下の3つの場合で最適な生産補助金の額
は変わらず、かつ、社会厚生最大化が実現するというものであるo
1.公企業と私企業が同時に生産量を決定する場合。
2.はじめに公企業が生産量を決定し、次に私企業が生産量を決定する場合。
3.公企業が民営化された後、同時に生産量を決定する場合。
この研究は、 White (1998)やPoyago-Theotoky (2001)、 Myles (2002)、 Kato and Tomaru
(2007)等で行われてきている1-0上記の研究で共通している設定では、公企業の目的は社会厚生の最
大化であり、公企業は完全に公的部門により保有されているか、民営化後、完全に民間部門に保有され
ているかのいずれかの状況が考えられている。一方、 Tomaru (2006)では、公企業の部分民営化を
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i) Fjell and Heywood (2004)やMatsumura and Tomaru (2010)は従来の研究結果とは異なり・ 「ir-
relevance result」もしくは「privatization neutrality theorem」が成立しない状況を示している0
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考えており、公企業の目的を社会厚生と自己利潤の加重平均和最大化としている2)O得られた結果は今
までと同様、社会厚生最大化が実現できるというものの、最適生産補助金の額は部分民営化の程度によ
らない、というものであった3㌧
本論文では、 「irrelevance result」もしくは「privatization neutrality theorem」について以下の2つ
の点を分析するOまず、 Tomaru (2006)のように公企業の部分民営化を認めたモデル上で、環境問題が
存在する場合に「irrelevance result」が成立するか否かについて検証するo用いる設定はBarcena-Ruiz
and Garzon (2006)、 Kato (2006, 2010, 2011)、 Naito and Ogawa (2009)に従う。つまり、
生産時に環境に害をもたらす汚染物が排出されるものの、企業は汚染物の排出削減に関する投資を行う
ことでその量を減らすことができるという設定である0本研究が従来の「irrelevance result」もしく
は「privatization neutrality theorem」の研究と大きく異なる点は、企業は生産量だけを選択するだ
けではなく、排出削減に関する投資量も選択するという点にある。そのため、従来の研究では政府の政
策は生産補助金だけを課すものであったが、今回は2つの政策の組み合わせ、特に本論文では排出税と
削減投資補助金を考えている。次に、 Roy Chowdhury (2009)と同様、税や補助金の収支を均衡さ
せつつ、 「irrelevance result」もしくは「privatization neutrality theorem」は成立するのか?ち
し、成立するのであれば、公企業はいかなる目的関数を持つべきであるか、について考察する。
本論文で得られた結果は以下の通りであるOまず、 Tomaru (2006)で得られた結果と同様、最適
排出税額と最適削減投資補助金額は部分民営化の程度にかかわらず、どちらも一定となり、かつ、それ
らの水準の下で社会厚生は最大化される。つまり、最善の配分が実現する。次に、税や補助金の収支を
均衡させながら、 「irrelevance result」もしくは「privatization neutrality theorem」が成立するよ
うな公企業の目的関数について例を挙げた。
次節以降、本論文は以下のように構成されている0第2節ではモデルを提示するO第3節では社会
厚生を最大化するような最善の配分について導出する。第4節では企業行動を所与の下、最適排出税額
と最適削減投資補助金を求め、その下で社会厚生が最大になることを示す0第5節では税や補助金の収
支を均衡させつつ、社会厚生を最大化するためには、公企業がいかなる目的関数を持つべきかについて
探る。第6節ではこの論文の帰結を述べる。
2.モデル
公企業(以下、企業0と呼ぶ)と自書私企業(以下、企業1と呼ぶ)がそれぞれ1社ずつ存在する状
況を考えるO各社それぞれ同質財を生産し、同時手番の数量競争をするものとするO逆需要関数は所与
2)部分民営化のモデルの解説についてはBos (1991)とMatsumura (1998)を参照のこと0
3) Tomaru (2006)では、公企業と私企業が同時に意思決定をする場合を考察しており、逐次に意思決定す
る場合は考えていないO逐次に息監決定する場合には、 Fjell and Heywood (2004)から明らかなように
「irrelevance result」は成立しないo
ββ
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とし、 p(Q)-α-Qで表されるものとするo　ここでQは能生産生を表し、 Q-Qo+9iが成立するD
なお、 qoは企業0の生産量、 qlは企業1の生産立を表すO　また、 aは正の値であると仮定する。各企
業の生産に関わる費凧ま<?M-) -c#/2, (」-0,1)と表され、 Cは正の債であるO
また、各企業は生産時に生産物1単位あたり1単位の汚染物を排出すると仮定するO　各企業は汚染物
を削減するにあたって、生産量を減らすだけではなく、汚染物を削減する投資を行うことでも削減でき
るとする。その削減投資墓を。いその費用をC㌢(a,)-ka.誉/2とし、 kは止の値であると仮定するoな
お、企業iの排出する汚染物はCもw*,ot) -q---aiで表されるものとするO汚染物は環境に損害をもた
らすOその環境損害額は稔汚染物E-eo+eiの関数になっており、 D(E) -d(eo+el)-/2とする。
政府は汚染物1単位あたりtの従墓税を課すとともに、削減投資立1単位あたりSの補助金を全ての
企業に課すものとするO　なお、これらの政策に関わる支出入については消費者に対して一括所得移転の
形で行われるものとする。
これらの設定の下、各企業の利潤間数は以下のように示される。
打(Q。,<7i,Gz)- α-Q)Qi一空-響-≠(qi-oサ)十sa.
社会厚生は以下のように示される。
rQ
w{qo,qi,aQ,ai)-/p(s)ds-云碧一三㌢
i=01=0
d(qQ -aO+q1 -ai):
nE
(2)
企業1の目的は自己利潤最大化7ri(goサ9iサoi)であるo企業0のEl的Uo(qo,gi,ao,ai)は以下の式
で表される。
Uo¥qo,qi,ao,ai) -OW(qo,qi,ao,ai) + (1 -9)7TO(qo,ql,ao), 9 ∈ [0,1]…　　　(3)
上記の公企業の目的については、 Bos (1991)やMatsumura (1998)で用いられたものと同様で
あり、公的部門と民間部門による公企業の共同所有、つまり、公企業の部分民営化を認めている。 0は
部分民営化の程度を表しており、 0-0の場合には、公企業は完全に民営化され、自己利潤最大化を目
的として行動するo　また、 0- 1の場合には、公企業は完全に公的部門のみに保有され、社会厚生敢大
化をE]的として行動する。
ゲームのタイミングは以下の通りである。はじめに政府が排出税の額tと削減投資補助金の額Sを同
時に決めるoその後、企業はそれらの額を所与とした下で、生産量q,と排出削減投資ytia,を同時に選
択寸i>.^
次節以降では、部分民営化の程度0にかかわらず、最適排出税額と削減投資補助金額が・意に求ま
り、かつ、社会厚生が最大になることを示すo　なお、計算簡単化のためにc-k-d-1の場合につ
いてのみ示すO得られた結果はこれらの変数の特定化によらない。なお、変数の債の関係によっては、
税が補助金になるケースもありうる。
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3.モデル分析一最善のケースー
政府が全ての企業の生産量および削減投資量を選択できる場合を考えるO
つまり、政府は以下の車大化問題を解くo
max W(qo,qi,a,Q,ai).
qo ,ql ,Oo.ai
最大化の1階条件は以下の通り。
∂lγ
蒔
こう‖`
ニ~
rサir
T
∂lγ
「
-0:α一3q0-2gi+αo+a¥-0,
-0:qo+<?i-2ao-a:-0,
-0:α-2qo-3qi+oo+ai-0,
-Q:qo+qi-ao-2ai-0.
0
u>1
(6)
(7)
(8)
これら4本の式を解くことで、最善の場合の各企業の生産量および削減投資量、社会厚生を求めるこ
とができるO結果は以下の通り。
?
??
? ? 1lB=聖
11'
nFB-聖nFB-
(In一蝣聖1111
WFB=聖三
11
4.モデル分析-2段階ゲーム
2段階ゲームなので、バックワードインダクションを用いて解いていくOまず、セカンドステージの
部分ゲームの均衡を求める。
各企業はそれぞれ以下の最大化問題を解く。
max Uo(qo,qi,ao,ai),
goifflo
max 7ri(qo,qi,a,i).
Qi,ai
企業0と企業1の目的関数最大化の1階条件はそれぞれ以下の通り。
?????
???
? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
????? -(l+0%+0(ao+ai)-(1-en-O,( 4)
0(qQ+ql)-(l+e)ao-Gal+{l-6)(s+t) -0,　　　(15)
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芸-o=
宗-o=
α-g0-3gi-1-0,
-aj+s十(-0.
セカンドステージにおける均衡結果は以下の通りである。
q昌b -
ォr-
a昌b -
(2+0)α+3s9(2-9)-2t(l-40)
{2+26-e2)α-so(2-8)-t(2+56-02)
(4-9)6α+(8-170+402)s+(8-210+702)*
kA
・8b-8+t.
(18)
(19)
(20)
(21)
なお、 △=8+70-302>OであるO
ファーストステージのゲームを考える。政府はセカンドステージの企業の選択行動を読み込んだ下
で、排出税と削減投資補助金額を決定するOなお、 W(s.t) -W(qZKqfb,a%>,af)と新しく定義し直
すことにする。政府は以下の最大化問題を解く。
maxW(s.t).
t.S
上記の最大化問題の1階条件は以下の通りo
∴:it n
(22)
(72- 1240+ 14302 -6103+604;α- (448-7680+8740* -37103+4504)s
-(552 - 9400+ 10490'- 4420'=十6904)i = 0.　　　　　　　　　　　(23)
∂li/
-訂-0 : (64-960+11202 -5383+994:α- {384-6080+70202 -31803+A894)s
-(448- 7680 + S7402 - 37103 +4504)f = 0.
上記の2式より、 tとSについて求めると
Ct
Lキ=--
11'
,　3α
s　　=rn
(24)
という結果が得られる。これらを用いて、部分ゲーム完全均衡における各企業の生産量および削減投資
量、社会厚生を計算すると以下のようになるO
q昌-芸　tf-雲,
a昌-芸, a岩-芸,
Wホ=聖三
11
(27)
(28)
(29)
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前節と本節の結果より、以下の命砥1が得られるD
命題1最適排出税額(補助金額)と最適削減投資補助金額は部分民営化の程度に依存せず、一恵に求
まるO　また、それらにより、社会厚生最大化が実現する。
この結果は、環境問題がない状況のTomaru (2006)の結果と同様である。この結果の直観は以下
の通りである。まず、各企業の操作変数が2つであり、利潤関数や排出物の関数が対称的であるため、
2つの規制手段があれば、それらをうまく組み合わせることにより、最適な配分が実現できることにな
る。次に、最適な排出税や削減投資補助金額が部分民営化の程度から独立である理由は、公企業の目的
関数にある。ここで各企業の目的関数の1階条件を列挙すると以下のようになるO
?????????
? ・U-o)霊-0,
???
?????
。 ? ? ?
??
????????? 39
上記の項について、以下の関係が均衡上で成立するように適切に排出税額ならびに削減投資補助金額
を設定することを考える。
c't;　川Ir
∂　　%
.q i*¥Y
蝣・.　　ト　ー
上記のような設定の下では、明らかに各企業の目的関数最大化の1階条件は社会厚生最大化の1闇
条件そのものになる。特に従来の研究結果からもわかるように、上記のような調整は適切な政策変数の
設定により可能であるoそのため、最適排出税額や最適削減投資補助金額は部分民営化の程度に依存し
ない。
5.税や補助金の収支均衡を伴う最善の配分の実現法について
本節では、今までの想定状況に少し変更を加え、 Roy Chowdhury (2009)の議論を本論文の状況
に当てはめ、考察する　RoyChowdhury (2009)では、対称的な費用関数を持つ企業による同時手
番の数量競争を考えている。もちろん、環境間題は考慮しておらず、企業の操作変数も生産量だけであ
る。また、前節までの本論文のように部分民営化を考えているものの、公企業の目的は社会厚生と利潤
の加重平均和にさらに消費者余剰をあるウェイト付けし、加えたものになっている。示された結果は、
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消費者余剰に対するウェイトを適切に設定すれば、税や補助金の収支を均衡させながら最善の配分が実
現できる、というものであった。本論文では、まず、前節までとは異なり、部分民営化を考えずに、以
下のような目的関数を持つ公企業と利潤最大化を目的に持つ私企業との同時手番のみを考える。
uo(qQ,qi,ao,ai) - W(qo,quao,ai) + <f>F(qo,ql,ao,ai).(30)
ここで<p > 0であると仮定するoなお、 F(go.Qi.ao.ai)は以下の特徴を持つ関数であると仮定する。
蒜<o・宗く0-
d2F
∂qo ∂ao
(31)
Roy Chowdhury (2009)と同様、企業ごとに排出税額と削減投資補助金額を個別に設定できるち
のとする4Ioっまり、公企業に対しては排出税toと削減投資補助金soを課し、私企業に対しては排出
税tlと削減投資補助金slを課す。以下では- ・般的な開放形で布かれているものの、前節までと同様の
特定化された関数であるとする。
さて、各企業は以下の最大化問題を解く。
max Uo(qo,qi,aO,ai),
Qn,ao
max TTiiqo,gi,aO…
Qi,ai
上記の最大化問題の1階条件は以下のようになるo
???????????????????
<M
両
∂lγ
万石
???????? ?
dF
+¢両=O,
十堤-0,
(34)
(35)
(36)
(37)
ここでTTi-piQ)qi-rfiqi)-C冒(oi)-t¥ei(qi,aO+s¥aiであるD
さて、本節では最善の配分が収支均衡の下、実現可能であるか否かについて探る。そのため、最善の
配分が満たすべき条件について、確認する必要がある。
社会厚生最大化の条件は以下の通り。
o¥¥
有
Ml
面
-p-㌘′Dp-0,
。ql(38)
--C㌢′js-u.
oa7(39)
4) Roy Chowdhury (2009)では私企業はn社存在し、私企業間では同一の生産補助金が課せられる、という
強国E&519
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以下では、まず、最善の配分を実現するような私企業の排出税額と削減投資補助金額が満たすべき条
件を探るO次に、それらの収支を均衡するために公企業が持つべきFの条件を探ることにする。まず、
私企業の最大化条件を導出するO
私企業の最大化条件は以下の通り。
聖王
dqi
聖王
こサ<ll
-p-cf+p'qi-ha-0,
--C冒′-tla+51 -0.
上記の2つの条件式が均衡において最善の配分を実現する条件式と一致するよう、私企業についての
排出税額と削減投資補助金額を定めることを考える。具体的には均衡上で(38)と(40)の条件、 (39)
と(41)の条件がそれぞれ一致すれば良いので、その条件は以下のようになる0
ID,aJ-FB
-p'qr--t農,
-D窓--堤+51
上記の2式を用いて、llとβ1について解くと次のような結果が得られる。
U-D′+p′,FB訂l
si-p′qF砦(訂1
社会蝉生が最大化されている場合、各企業の生産量や削減投資量は等しくなるD　そのため、収支が均
衡するためには、 t0--t¥、 s0--siが成立しなくてはならないOつまり、 (34)式と(35)式のそ
れぞれ第2項目の一部が均衡上で以下のような関係を満たせばよいことになるo
芸-芸-0 when tQ--D′-p′,FB訂andsq--p′qFB㌫(訂(46)
上記の条件を満たすようFを積分等で探す。例えば、次のような目的関数が考えられる51O
F(qo,qi,aQ,a¥) - -TTi -D-tQeQ+soaQ
さて、今、呼出した(47)杏(30)に代人し、具体的に均衡を解いて確認してみようO
各企業の最大化間歳の1階条件は以下の通り。
∂00
両=α-<3+0)go-2qi+(l+め)(ao+aiト¢蝣to=0っ
(47)
(48)
5)本論文では、 7Tlというように私企業の利潤をFの項の一部として考えた。この巾には、私企業の税や補助
金の支出入を含めても含めなくても結果は変わらない。また、利潤の代わりに私企業の収入としてもかまわ
ない。
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⊥
∂ao
空聖
∂ql
至聖
t')。 1
- (l+4>)(go+<?i> - (2+<」)ao - (1十<j>)a¥ +4>(sq+io) -Or　　　(49)
-α-Qq-3qi-ti-0,
--en+*i+si-0.
上記の4本の式を用いてセカンドステージにおける均衡結果を求めると以下のようになるO
nBB-%-
1?B-
nBB-
(3+30+¢2)α十30(l+<」)so+3(l+0)si -3#to+(6+3<」-P)tl
印Elfi
(3+2tfサ)α-¢(l+0)ao - d+¢)sx +¢to-2(3+2<f>)ti
△ββ
(Z+46+62)α+ (7+3¢)<I>sq -(5+60+¢!)ai +(5+<」>¢t。-2(Z+U+<t>2)ti
△ββ
・BB-S¥+t¥.
なお、△BS-12+9¢+<t>">0である。これらのセカンドステージの均衡結果を所与とした下で、
以下の穀大化問題を解くo
maxw(q。βnBBnBB
iyi>"o'デB)fu…ti.Sn,.'ゝ1
上記の最大化問題の1階条件を導出し、それらからtQih-,sa,siについて解くと以下が得られる6'o
BB
'。
アBtitn一芸,tPB--孟qBB-昔SヂB-壁
11
計算結果からもわかる通り、公企業については排出税と削減投資税、私企業については排出補助金と
削減投資補助金が諌せられていることになるOまた、これらをnBBnBB-,㌘B.aPBに代入すると、殺
醇の配分と一致することがわかるO故に以下の命題2が得られるo
命題2　公企業の目的関数を次のように設定するO 「社会厚生」 + 「正の定数」 x 「- (私企業の利潤) -
(環境損害額) - (公企業の排出税の支払額) + (公企業の削減投資補助金額)」。このとき、排出税お
よび削減投資補助金の収支が均衡し、かつ、凝滞の配分が実現するD
次にRoy Chowdhury (2009)と同様、公企業の部分民営化を考えるo部分民営化された公企業が
以下のような目的関数を持つと考える。
U0 -OW(qo.qi,ao,ai) +(1-0)7roWo*9iサao) +p(9)G{qo.qi,OQ,ai)…　　　(52)
命題2を参考にして(30)を(52)のような形に変形すると以下のようになるo
61 7ア-ストステ-ジにおける社会卑生最大化の1階条件については紙面の那合上、省略するO
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U0-9W+{l-9)iro+(l-9)rp(s)ds -pQ
つまり、以下が成立すれば両式は一致する。
p(9)-i-e,
G(qo,qi,a>O,at)-/p{s)ds-pQ-2D
Jo…
/0p(s)ds-pQは消費者余剰を表している。これらにより、以下の命題3が得られるo
命題3　公企業の部分民営化を考える。公企業の目的が8W+U-8)koである場合、さらに(1-0)
(消費者余剰-環境損害額の2倍)を公企業のE]的に加えると、部分民営化の程度にかかわらず、税や
補助金の収支を均衡させつつ、社会蝉生最大化が実現できるO
6.おわりに
本論文では環境問題のある場合における「irrelevance result」、もしくは「privatization neutrality
theorem」について分析したo　また、税や補助金等の収支を均衡させつつ、かつ、社会厚生を最大にす
るような公企業の持つべき目的関数にはどういったものがあるのかについて例を挙げた。
今回の研究について、最後に2点だけコメントしたいo　まず、本論文では、政府の税別手段として、
排出税と削減投資補助金を挙げたO　もちろん、 2つの操作変数に対して2つの政策変数を割当て、かつ、
直接、操作変数に影響を与えるようなものであればどのような組み合わせでもかまわないD　したがっ
て、排出税の代わりに生産補助金を用いても同様の結果が得られる。次に、本論文では関数の特定化を
行い、分析をしているものの、ある程度、一般化した条件でも同じような結果が得られると思われる。
最後の点については今後の研究課題としたいo
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